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表紙

上記事項につきましては、法令及び当社定款の規定に基づき、書面交付請求をい
ただいた株主様に対して交付する書面には記載しておりません。なお、本株主総
会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、株主の皆様に電子提供措
置事項から上記事項を除いたものを記載した書面を一律でお送りいたします。

第75回定時株主総会資料
（電子提供措置事項のうち交付書面省略事項）

株主資本等変動計算書

個 別 注 記 表
（令和7年４月１日から令和8年３月31日まで）

細谷火工株式会社
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株主資本等変動計算書

( 令和7年４月 1 日から
令和8年３月31日まで )

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金

当 期 首 残 高 201,600 18,121

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 積 立

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純額）

当 期 変 動 額 合 計 － －

当 期 末 残 高 201,600 18,121

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計利 益 準 備 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金 繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 50,400 1,350,000 1,333,389 △14,800 2,938,710

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 積 立

剰 余 金 の 配 当 △68,041 △68,041

当 期 純 利 益 213,346 213,346

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 145,304 － 145,304

当 期 末 残 高 50,400 1,350,000 1,478,694 △14,800 3,084,015

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（単位：千円）

－ 1 －
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株主資本等変動計算書

評 価 ・ 換 算 差 額 等
純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金

当 期 首 残 高 258,289 3,197,000

当 期 変 動 額

別 途 積 立 金 積 立

剰 余 金 の 配 当 △68,041

当 期 純 利 益 213,346

自 己 株 式 の 取 得

株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
当 期 変 動 額 （純額） 133,152 133,152

当 期 変 動 額 合 計 133,152 278,456

当 期 末 残 高 391,441 3,475,456

（単位：千円）

（注）　記載金額は千円未満を切捨てて表示しております。

－ 2 －



2026/05/28 12:55:47 / 25301470_細谷火工株式会社_招集通知

個別注記表

商品及び製品、仕掛品 個別法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

原材料及び貯蔵品 移動平均法による原価法
（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

個　別　注　記　表
［重要な会計方針に係る事項に関する注記］
１．有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
　時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）
市場価格のない株式等

移動平均法による原価法
２．棚卸資産の評価基準及び評価方法

３．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法によっております。
　なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、平成10年４月１日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年４月１日以降取得し
た建物附属設備及び構築物については、定額法によっております。
　また、取得価額が10万円以上20万円未満の少額減価償却資産については、３年間均等償却をしておりま
す。

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　定額法によっております。

　なお、耐用年数については、法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。
　ただし、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって
おります。

⑶　リース資産
所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法を採用しております。
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

４．引当金の計上基準
⑴　賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。
⑵　退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務から中小企業退職金共済からの給付見込
額を控除した額を計上しております。
　なお、退職給付引当金及び退職給付費用の計算には、簡便法を適用しております。

⑶　役員退職慰労引当金
　役員の退職金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。

⑷　製品保証引当金
　製品クレーム費用等の支出に備えるため、過年度の保証実績を基礎に将来の保証見込を加味して、翌事業年度
以降保証期間内の費用見積額を計上しております。

５．収益及び費用の計上基準
　当社は、火工品事業の各製品の製造、販売及び賃貸事業を主な事業とし、約束した財又はサービスの支配が顧
客に移転した時点で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。
　なお、商品又は製品の国内の販売において、出荷時から当該商品又は製品の支配が顧客に移転される時までの
期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。
　取引の対価は履行義務を充足してから１年以内に受領しており、重要な金融要素は含まれておりません。

－ 3 －



2026/05/28 12:55:47 / 25301470_細谷火工株式会社_招集通知

個別注記表

土地 717,205千円
建物 54,349千円

計 771,554千円

短期借入金 300,000千円
１年内返済予定の長期借入金 11,004千円
長期借入金 103,541千円

計 414,545千円
２．有形固定資産の減価償却累計額 2,493,671千円

①　短期金銭債務 69千円
②　長期金銭債務 1,000千円

営業取引による取引高 9,862千円
売　　上　　高 2,335千円
仕　　入　　高 7,522千円
販売費及び一般管理費 4千円

普通株式 4,032,000株

普通株式 29,535株

決 議 株式の種類 配当金の総額 １ 株 当 た り
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

令和7年６月24日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 68,041千円 17 円 令和7年３月31日 令和7年６月25日

決 議 予 定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 １株当たり
配 当 額 基 準 日 効 力 発 生 日

令和8年６月24日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 利益剰余金 60,036千円 15 円 令和8年３月31日 令和8年６月25日

［貸借対照表に関する注記］
１．担保に供している資産

上記に対応する債務

３．関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

［損益計算書に関する注記］
関係会社との取引高

［株主資本等変動計算書に関する注記］
１．当事業年度末の発行済株式の種類及び総数

２．自己株式の種類及び数

３．剰余金の配当に関する事項
⑴　期中に実施した剰余金の配当に関する事項

⑵　期末日後に行う剰余金の配当に関する事項

－ 4 －
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個別注記表

（繰延税金資産）
未払事業税 5,766千円
賞与引当金 34,365千円
固定資産の減価償却 33千円
退職給付引当金 24,066千円
役員退職慰労引当金 28,038千円
製品保証引当金 166千円
未払賞与社会保険料 5,010千円
資産除去債務 2,964千円
棚卸資産評価損 2千円
電話加入権評価損 557千円
繰延税金資産小計 100,971千円
評価性引当額 △557千円
繰延税金資産合計 100,414千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △180,172千円
建物（資産除去債務） △185千円
繰延税金負債合計 △180,358千円
繰延税金負債の純額 △79,943千円

貸借対照表計上額（＊） 時　　　 価（＊） 差 額

① 投 資 有 価 証 券 632,902 632,902 －

② 長期借入金（1年内返済予定の
も の を 含 む ） (114,545) (114,545) －

③ 長 期 預 り 保 証 金 (55,139) (50,677) △4,462

④ 長 期 預 り 金 (4,099) (3,767) △332

区 分 貸 借 対 照 表 計 上 額

　非上場株式 50,000

［税効果会計に関する注記］
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

［金融商品に関する注記］
１．金融商品の状況に関する事項

　当社は、資金運用については短期的な流動預金に限定し、一部を銀行等金融機関からの借入により資金を調達し
ております。
　電子記録債権及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、固定客が中心でリスク低減を図っております。また投資有
価証券は上場株式であり、四半期ごとに時価の把握を行っています。
　借入金の使途は、運転資金（短期と長期）が主であり、金利は変動金利を中心に調達しております。

２．金融商品の時価等に関する事項
　令和8年３月31日（当事業年度の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のと
おりであります。
　また、「現金及び預金」、「受取手形」、「電子記録債権」、「売掛金」、「買掛金」、「短期借入金」につい
ては、現金及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似することから、記載を省略しております。

（単位：千円）

（＊）　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
（注１）市場価格のない株式等は「①投資有価証券」には含まれておりません。当該金融商品の貸借対照表は以下の

とおりであります。
（単位：千円）

－ 5 －
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個別注記表

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

投資有価証券 632,902 － － 632,902

区分 時価
レベル１ レベル２ レベル３ 合計

長期借入金（1年内返済
予定のものを含む） － 114,545 － 114,545

長期預り保証金 － 50,677 － 50,677

長期預り金 － 3,767 － 3,767

貸 借 対 照 表 計 上 額 時 価

647,110 1,272,273

３．金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベル
に分類しております。

レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形成される当該
時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格により算定した時価

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット以外の時価の算
定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ
属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

⑴　時価をもって貸借対照表計上額とする金融資産及び金融負債
（単位：千円）

⑵　時価をもって貸借対照表計上額としない金融資産及び金融負債
（単位：千円）

（注）　時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明
　投資有価証券
　上場株式は相場評価を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、その時
価をレベル1の時価に分類しております。
　長期借入金（1年内返済予定のものを含む）
　このうち変動金利によるものは、短期間で市場金利を反映し、時価は帳簿価額と近似していると考えら
れるため、当該帳簿価額によっており、レベル２の時価に分類しております。
　長期預り保証金及び長期預り金
　これらの時価は、元利金の合計額を長期プライムレートの利率で割り引いた現在価値により算定してお
り、レベル２の時価に分類しております。

［賃貸等不動産に関する注記］
１．賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都において大型商業店舗、大型実験棟を有し賃貸しております。
２．賃貸等不動産の時価に関する事項

（単位：千円）

（注１）貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
（注２）当事業年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基準」に基づいて自社で算定した金額（指標等を用いて
調整を行ったものを含む）であります。

［関連当事者との取引に関する注記］
関連当事者との取引

関連当事者との間における重要な取引がないため、記載を省略しております。

－ 6 －
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個別注記表

報告セグメント
合計

火工品事業 賃貸事業

官公庁 1,109,291 52,603 1,161,894
民間その他 850,689 4,674 855,364

顧客との契約から生
じる収益 1,959,980 57,277 2,017,258

その他の収益 － 119,839 119,839

外部顧客への売上高 1,959,980 177,117 2,137,098

当事業年度

　顧客との契約から生じた債権 556,596

　契約負債 －

　１．１株当たり純資産額 868円33銭
　２．１株当たり当期純利益金額 53円30銭

［収益認識に関する注記］
１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

（単位：千円）

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
　「[重要な会計方針に係る事項に関する注記]５．収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

3．当事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報
　契約負債は主に、製品の引渡前に顧客から受け取った対価であり、貸借対照表上、流動負債の前受金に含
まれております。
　顧客との契約から生じた債権及び契約負債は以下のとおりであります。

（単位：千円）

　当事業年度に認識された収益のうち、期首現在の契約負債の残高が含まれている金額に重要性はありませ
ん。なお、当事業年度において、過去の期間に充足した履行義務から認識した収益の額には重要性はありま
せん。

［１株当たり情報に関する注記］

［重要な後発事象に関する注記］
　該当事項はありません。

［その他の注記］
　該当事項はありません。

－ 7 －
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